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生鮮食品向けの流通 BMS セミナー開催 

農林水産省事業に当協議会も協力 
 

生鮮取引電子化推進協議会では昨年度から、農

林水産省の補助を受けて、生鮮食品取引に流通

BMS の導入を促進する活動を行なっている。(※)

今年度は、昨年度作成した「生鮮食品取引におけ

る流通 BMS 導入の手引き」を普及するためのセ

ミナーを開催しており、その第１回を 7 月 24 日

午後に東京で開催した。 

流通システム開発センターは同協議会の会員と

して事業の共同事務局を務めている。昨年度は流

通 BMS 協議会が「手引き」の作成に協力したが、

今年度も引き続きセミナーの運営と手引きの改訂

で協力している。 

セミナーでは、流通 BMS 協議会の支援会員に

出展を呼びかけて各会場で生鮮 EDI 関係のソリュ

ーション展示を行なっている。東京会場では下記

の８社が出展した。 

イーサポートリンク㈱ 

SCSK㈱ 

㈱サイバーリンクス 

東芝テック㈱ 

㈱ニュートラル 

富士通エフ・アイ・ピー㈱ 

ユーザックシステム㈱ 

㈱リテイルコム 

このセミナーは東京に引き続いて下記の都市で

開催を予定している。 

札幌：8 月 29 日（金） 

仙台：9 月 19 日（金） 

名古屋：9 月 26 日（金） 

大阪：10 月 10 日（金） 

福岡：10 月 24 日（金） 

熊本：11 月 14 日（金） 

岡山：11 月 21 日（金） 

金沢：11 月 28 日（金） 

（注）東京から福岡までの６都市は農林水産省補助事

業として開催。熊本以降の３都市は生鮮取引電

子化推進協議会の自主事業として開催。 

 

セミナープログラムにもある通り、各会場では

小売業の生鮮における流通 BMS 導入事例を紹介

している。7 月 24 日の東京会場では、埼玉・川

越に本社を置き関東に 133 店舗（2014 年３月現

在）を展開する㈱ヤオコーの営業企画部情報シス

テム担当部長神藤信弘氏から「流通 BMS 導入メ

リットと将来の活用戦略」と題する講演をしても

らった。 

以下、その講演要旨を紹介する。 

 

※事業名は流通過程情報伝達促進事業 

生鮮食品取引における流通 BMS 導入促進セミナー プログラム 

時間 内容 講師 

13：00～

13：05 
主催者挨拶 

13：05～

13：20 
食料品バリューチェーン構築支援事業の概要 生鮮取引電子化推進協議会 事務局 

13：25～

13：50 
生鮮食品取引における流通 BMS の導入について 流通 BMS 協議会 事務局 

14：00～

14：50 
生鮮分野における流通 BMS 導入事例 小売業 

15：00～

15：30 
相談・展示コーナーでの相談および見学 
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ヤオコーの生鮮 EDI 導入事例 

●流通 BMS 導入の目的 

ヤオコーの MD、商品マスター、商品管理につ

いての部分で言うと、従来はどちらかというと高

めの商品で品ぞろえは少し制限したような売り場

をしていた。時代もいろいろ変遷し、一人のお客

さんであっても高いもの低いものをシーンによっ

て使い分けをするため、そういうお客さんの全て

を我々としてはシェアしたいと考えているので必

然的に品揃えが少し広くなる。 

品揃えの幅が増えると当然ロットの発注単位が

小さくなったり、アイテムが増えることにより業

務が増えたりするので、それに対応するような仕

掛けが必要である。EDI が前提となる取引である

し、できれば細かな取引に対応できる仕掛けであ

りたいと思う。 

結果、取引先の数もそれによって増えることに

なるため、取引先が増えても取引先自身に負担な

く、こちらのシステムも負担がなるべくないよう

にしていきたいということを併せて考えて、流通

BMS の活用を考えている。 

 

●流通 BMS 導入の効果 

流通 BMS を最初に始めた 2012 年のグロサリ

ーの内容は、データ交換の形がそれぞれのセンタ

ーとお取引先との間がスター型に近いやり取りを

していたため、お取引先に非常に負担がかかって

いた。あるいはデータのやり取りも物流センター

が増えるごとに受信先・送信先が増えるので、今

後物流センターを増やすにあたってこの基盤だと

まずいということになった。したがって、取りま

とめセンターということでハブ的な役目としての

通信先の一元化を行い、切り替えそのものは 1 回

あったが、そのあとはお取引先に負担がないよう

にすることで流通 BMS と一緒に取り組みをさせ

ていただいた。 

それと、よく言われる通信時間の短縮について

は、物流センターとの通信が発注のデータの送信 

 

 
㈱ヤオコー 

 営業企画部情報システム担当部長 

神藤 信弘 氏 

 

と出荷用のデータの受信の 2 つあるので、ヤオコ

ーの場合、標準的なお取引の件数であれば、合計

で 1 時間ぐらい短縮できる。結果、それぞれの時

間が、卸さん側での作業負担が軽くなるとか、弊

社の物流センターの方が荷受時間に余裕ができ少

し早めにお持ちいただけるようになる。この 30

分なり 1 時間は物流の業務上非常に大切な時間で

あるし、時間が短くなるということは、荷受けは

夕方を中心にしているので、夕方よりも昼に近い

時間に入ってくることによって全体最良化が非常

にうまくいく。 

 

●流通 BMS 導入の活かし方 

流通 BMS の活かし方ということでいろいろな

ところで話をしているが、一般的な活かし方を短

期的に言うと、流通 BMS というのは大手小売さ

んの、お名前を出すのであれば当時取り組みいた

だいたイトーヨーカドーさん、イオンさん、ユニ

ーさんというような大手流通業の業務そのものを

こんな形で置き換える、またはこんな形にすれば

標準化できるというような要素をすべて取り入れ

た。  

したがって規模に関係なく、流通 BMS の項目

を使いさえすればそのまま使えるようになるので、

物流センターをやるというような転機や、EDI 化

に併せて他の業務を標準化・効率化するというこ
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とに非常に適している。何をどう交換するか設計

することもなくすぐに使えるフォーマットになっ

ているので、そのへんについては非常にメリット

の大きいことだと思う。 

それ以前は、各社がそれぞれ自社のデータをお

取引先に対してこんな形でやったらどうだと、い

ろんな工夫をしていたわけだが、そのステップが

いらなくなるので、これについては短期的にメリ

ットの出る切り替えになる。 

それと、長期的視点という意味で 2 つほど考え

ているが、まだヤオコーの場合は物流センターを

たくさん出してという段階に至っていないが、今

後 1～2 年の間に物流センターの再編も予定して

いるので、センターが増える、あるいは再編する

という転機においては流通 BMS のメリットを生

かしたい。 

物流センターをうまく運営するというのが非常

に大切な部分になるが、今までは物流センター用

のデータをどんなことからデータ交換をしましょ

うかということで設計を始めることが多かった。

このへんについてはすでに標準化ができているの

で、データをどんな形に作るかというよりは、デ

ータをいつ渡せるかという話になり、準備期間が

短くて済む。あるいは、センター開設のお取引先

の選定の条件としてその条件がなくなるため、や

りやすくなると思う。 

最後に、これは標準化の最終的なメリットにな

るが、パッケージ化・クラウド化が進むと思う。

一部では出荷関連のクラウドの共同サービスがす

でにスタートしているので、実サービスとしてい

よいよ始まってくるのではないのかなと思う。小

売業として流通 BMS というのは SCM 上の業務

であるが、SCM 上の業務がいったん決着した次

の段階では MD 上であったり店舗運営上の標準化

というのも本当はやりたいので、そこに早く行け

るように、流通 BMS の普及を早く終えて次のス

テップにいきたいと思っている。 

 

●生鮮 EDI の導入状況 

2012 年から 1 年ちょっとかけて 60 数社のグ

ロサリーのお取引先にいろいろとご協力いただき、

流通 BMS の導入がほぼ終わり、次に生鮮のステ

ップについてお話をする。 

2013 年の 11 月に生鮮に拡大ということで導

入がスタートした。 

現在の結果は、生鮮 BMS の Web 版が一番多

く、188 社。青果・精肉・鮮魚全般に亘るが、特

に市場関係が絡む青果については非流通 BMS の

Web 版が多く使用されている。 

次に、いわゆるデータ交換型の流通 BMS を生

鮮版として使っているお取引先が 112 社。意外

と多いという印象で、日配食品のメーカーさん、

卸さんを中心にデータ交換型を使っておられる。 

最初に申し上げたグロサリー版で 60 数社ある

が、こちらはもう 2 年以上経過しているのでお取

引についてはあまり切り替えは増えていないとい

う状況。まだ JCA 手順をお使いのお取引先が 28

社あり、できれば来年末までには廃止をしたいと

考えている。 

 

●生鮮 Web の必要性 

生鮮の移行について少しトピック的なお話しを

したい。 

冒頭に申し上げたとおり、流通 BMS だけでは

やっぱりだめだというのが第１点目。恐らく Web

版がないとお取引先が増えないだろう、かと言っ

て従来型の個別 Web-EDI はよくないということ

で、共同利用型かつ流通 BMS 準拠型のスマクラ

の Web 版を選択して、ご負担が少ないようにと

考えた。お取引先のコストというよりは、お取引

先のそれぞれがそれぞれのサイトにアクセスして

手作業を増やすという形ではない方法を指向して

スタートさせていただいた。 

それと、流通 BMS の切り替えについてもいろ

んなパターンがあるが、3 ヵ月程度あればお取引

先の準備期間としては切り替え可能ということが

わかった。受付からお待ちいただいたケースもあ
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ったが、実質 3 ヵ月程度あれば大量のお取引先と

のやり取りを含めてこちら側としての切り替えに

ついては間に合った。 

今回のセミナーの対象になる生鮮のお取引につ

いてもこれが中心になると思うので、是非ともそ

ういう形で標準的なものを Web 版としてもご利

用いただくのがよろしいかと思う。もちろん Web

サービスからダウンロードしたデータを社内シス

テムに連携するとか、そのへんについても標準の

フォーマットでダウンロードできるので、利用価

値が非常に高いものだと思う。 

 

●生鮮業務の整理がまず必要 

グロサリーに比べるといろんなことが複合的に

でてくるので、生鮮の取引については非常にやり

にくいということは確かにある。買い方がまず違

うということで、その日に原価が変わるとか、商

品の産地が変わるとか、あるいは最初は予定であ

って実際は商品が増えてしまうとか減ってしまう

というのは日常茶飯事で、毎日出るというのが前

提のことだと思う。それと電話発注、FAX 発注と

いうあたりも社内としての情報の経路がいろんな

形で錯綜しているので、結果的にやりにくさを倍

増しているということが大変多いと思う。 

このへんは流通 BMS というより、もともと取

引の形態や社内の情報管理をどうするかというこ

とがきちんと整理された段階でないと流通 BMS

のデータをどう扱おうとしても運用の部分がしっ

かりしないと使えないということがある。 

ヤオコーの場合も個別の青果 Web 発注システ

ムなるものをスタートした経緯があるが、何らか

の形でデータ化をして共有をするという仕掛けが

前提にやはり必要かなと思う。これは卸さんとい

うことではなくて、スーパーマーケット側の社内

システムとしての受発注を共有するような仕組み

が前提にないと、おそらく電話・FAX にまた戻っ

てしまうだろうという気がする。最終的には流通

BMS によるデータ交換だが、小売サイドとして

社内の青果あるいは一部鮮魚、生魚との受発注の

やり方そのものが前提としてマスターの管理であ

ったり納期であったり納品日であったりというこ

とがきちんと管理できていないと最終的なデータ

交換はできないと思う。小売側としてはその辺の

整備も合わせてする必要があると思う。 

 

●流通 BMS に早く乗り換えることが大切 

流通 BMS そのものの利用については、これに

早く乗り換えるということが非常に大切なことだ

と思う。従来の JCA 手順のままだと、送信に時

間がかかる、漢字が送れない、といった問題だけ

でなく、固定長のために送れる情報量に制限があ

る。これでは新たなデータ項目を追加して新しい

取り組みをしようと思ってもできない。大量デー

タを今後送りたいと思っているし、必ずそうなる

と思うので、それに対応したインフラが必要であ

る。 

今後については、小売側で持っているデータは

できるだけ早く卸さん、メーカーさんと共有し、

できるだけいいご提案をいただく、あるいは製配

販の無駄を削減することに繋げたい。 

 

●流通 BMS のコストメリット 

ヤオコーの場合は今回流通 BMS に変えること

によって EDI 全体にかかる費用を下げた。できる

だけお取引先にお返ししようということで、サー

ビスの利用費用については都度下げさせていただ

いた。最終的にはミニマムにしたいと思うが、一

旦は従来よりも下がる、全体を下げるということ

で取り組みをさせていただいた。 

それとお取引先ご自身についても、流通 BMS

に一度切り替えをしてしまえば安定的にコストは

下がると思うので、そのへんについてはぜひメリ

ットが出るということでお考えいただければと思

う。 

今回の取組みのコスト的なメリットとしては５

つ上げることができる。 
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1 つ目が個別プログラムの削減。これは主に卸

さん側になると思うが、卸業界にとって必ずメリ

ットが出るということだと思う。 

2 つ目が通信時間の短縮。1 回あたり平均して

25 分程度下がったが、これは必ずメリットが出

る。時間そのもののメリットは卸さんにも出るだ

ろうと思う。 

3 つ目が伝票レス。すでに、流通 BMS をやる

前にヤオコーは伝票レスを終えていたので実質的

な変化はなかったが、まだやっていない小売業に

とってはかなりの効果が期待できる。 

ヤオコーの場合は 1 日あたり 30 万件の取引デ

ータがお取引先に行っている。多いときは月間

1,000 万件のデータであるので、12 倍すると年

間 1 億件とかになる。そのほぼ全てが EDI で行っ

ているので、伝票に換算すると途方もない枚数に

なり、EDI でなければとても管理はできないと思

うし、膨大なコストがかかっていただろうなと思

う。 

4 点目が取引先追加時の負担軽減。流通 BMS

そのものも卸さん側ですでに導入されていれば、

ヤオコー向けに準備するということが、普通にお

取引を始める時に比べて短くできる。卸さんやメ

ーカーさん側から見て一番負荷がかかるのは 1 社

目なので、まずは 1 社目をどうやって流通 BMS

にするのかというところが一番の壁かなと思う。

小売から見るとお取引先が1社目であろうが2社

目であろうがあまり変わらないが、新規のお取引

先がすでに流通 BMS を導入されている場合は格

段のスピードで取引が開始できるということが実

績としてある。 

5 点目が物流業務の効率化。これはさきほど時

間のメリットが荷受けの時間に直結するというこ

ともあったし、最終的には物流センターもそうだ

が、お店に商品が着くタイミングが早くなること

によりメリットは多く出る。このへんは業務とし

ての物流センターあるいはベンダーさんのメリッ

トだろうが、最終的には店頭のメリットに直結す

ることになる。 

いくつか分散しながらメリットのお話をしまし

たが、このような形でヤオコーは取り組んできた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セミナー会場風景（7/24、東京・築地の JJK 会館。参加者 82 名） 
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協議会の活動紹介 

 

今年度の普及推進活動計画 
 

今年度普及推進部会の第 1 回を７月２２日午後

に流通システム開発センターで開催し、普及推進

部会部会長の選任、今年度の普及活動の検討を行

った。 

●部会長の選任 

部会長には、2012 年度、2013 年度と副部会

長を務められた高波圭介氏（国分㈱情報システム

部部長）を選任した。 

●今年度の普及推進活動計画 

昨年度の最終部会（3 月 18 日開催）で、委員

から提示された内容をもとに事務局ならびに検討

タスクチームで具体化のための案を作成した。こ

の日はこの案をベースに検討し、今年度は下記の

ような活動を行うことを確認した。 

（１）正会員の活動への支援 

①小売団体 

スーパー４団体（日本スーパーマーケット協会、

オール日本スーパーマーケット協会、新日本スーパ

ーマーケット協会、日本ボランタリーチェーン協

会）では、９月５日に東京で流通 BMS の普及推

進説明会を開催する。一方、地方の中小小売を対

象とした活動も検討している。 

日本チェーンドラッグストア協会では、以下の

３つの普及推進活動を計画している。 

・導入の手順などをまとめた資料の作成 

・ドラッグストアの事例集作成 

・ブロック総会での経営者向けの説明 

②卸・メーカー団体 

日本加工食品卸協会では、情報システム研究会

参加の企業で小売の流通 BMS 導入状況を相互

に確認。普及の裾野を広げる活動を予定している。 

卸研では、昨年度に引き続き流通 BMS の普及

推進の活動を行う。現状の把握と中小小売に向け

た提案を中心として、普及拡大につながる提言作

りを目標としている。 

生鮮取引電子化推進協議会では、昨年度から農

水省の補助を受けて、全国６都市で流通 BMS の

普及セミナーを開催する。（2 頁参照） 

（２）EDI をサポートする事業者との連携 

①物流事業者との連携 

日本ロジスティクスシステム協会と連携し、物

流事業者向けの普及活動を検討する。 

②地方の IT 企業との連携 

各地域の実情に即した活動を検討する。地域別

の導入企業割合を分析し、その結果を踏まえて支

援会員にヒアリングを行い、課題を洗い出す。結

果、効果的と思われる活動を各地域で実施する。 

（３）標準の徹底 

①導入講座の開催 

中堅規模の小売とその小売を支援している IT

企業を想定し、小売の責任者、システム担当、IT

企業がスコープを定められるような内容を想定

する。 

②効果事例集の作成 

昨年度から引き続き活動。今年度の普及推進活

動で活用すべく整理する。 

（４）目標時期の提示 

東西の NTT が公表している IP 網への移行方針

について、NTT 東日本と情報連携してレガシー手

順への影響を精査していく。NTT が今年度に予定

している方針発表が間に合えば、年明けに予定し

ている普及推進説明会等で広報していく。 

（５）その他 

年明けに普及推進説明会を東京、名古屋、大阪

で開催する。その他、入門講座、企業名公開、卸・

メーカーの導入数推計、リテールテックでの流通

BMS ソリューションゾーン設置などは例年通り

継続する。 
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協議会の活動紹介 

卸・メーカーの導入企業数が 7,400 社以上に 
～６月１日時点の推計 この半年間で約 800 社増加～ 

 
本協議会では、半年毎に卸・メーカーの導入

企業数調査を行い、昨年１２月 1 日時点の結果

を「流通 BMS を導入している卸・メーカーは

6,500 社以上と推測される」という内容で発表

してきた。  

半年後の今年６月 1 日時点の調査結果では、

7,400 社以上となり、この半年間で約 800 社

増加している。 

昨年６月～１２月の半年間も約 800 社増加

しており、この半年間もほぼ同数の増加と着実

な普及が続いている結果となった。 

既に流通 BMS を導入している大手小売業が

グロサリーで本格的に拡大したり、対象商材を

生鮮品等に拡大したことが増加の主な要因と見

られる。また、導入を予定していた小売業が予

定通り導入を開始したことも要因として上げら

れる。 

次回の第７回調査は今年の１２月１日時点で

行う。

3,450社

4,015社

5,232社

5,792社

6,579 社

7,415 社

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2012/1 6 12 '13/6 12 '14/6

社

卸・メーカーの導入企業数推計推移 

調査方法の詳細は下記 URL を参照。 

http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/info/release20131218.pdf 
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シリーズ 業界のキーマンに聞く 

第１８回 青果仲卸業界 

流通 BMS のトレーサビリティ 

の機能に期待 
 

全国青果卸売協同組合連合会 

 稲垣 憲一 氏 
いながき  けんいち 

（(有)三秀 取締役副社長） 

 

全国青果卸売協同組合連合会は全国の中央卸売

市場にある青果仲卸の全国団体で、現在４２組合

が加盟している。 

連合会の中には情報システム委員会のような組

織はないが、2006 年度の流通システム標準化事

業以降、一貫して業界を代表する形で EDI の標準

化検討に参加して来たのが本日紹介する(有)三秀

の稲垣副社長。現在も農林水産省の流通過程情報

伝達促進事業（2 頁参照）に委員として参加して

いる。 

今回は同社が拠点を置く東京の大田市場を中心

に青果仲卸の EDI 化の状況を聞いた。 

 

－大田市場には青果の仲卸業者組合が４つありま

すが1、その歴史的な背景を教えてください。 

 

稲垣 大田市場は平成元年に青果の神田市場と荏

原市場、水産の大森市場が統合して誕生しました

（その後、城南地域の花き市場も統合）。 

大田の青果の仲卸組合は元々神田と荏原の市場

にあった３つの組合で運営されていましたが、そ

の後、最大の組合である東青卸から何社かが分離

して新たな組合（大田 21）が誕生しました。 

 

                                         
1
東京大田市場青果卸売協同組合（略称：東青卸。組合員数

75 名）、新神田市場青果卸売協同組合（新神田。65 名）、大

田市場青果卸売協同組合（大青卸。15 名）、協同組合大田市

場二十一（大田 21。12 名） 

－４つの青果仲卸組合に加盟している企業は

168 社ありますが、コンピュータシステムの状況

はどのようなものでしょうか。 

 

稲垣 当社が所属している東青卸の組合員の売上

規模は 100 億超えから２億前後までさまざまで

す。売上規模が小さい仲卸の中には、パソコンも

ないような会社もあり、手書きで伝票を作成して

手計算による集計を行っています。 

多くの企業にはパソコンがありますが、単に表

計算で使っているところが多く、システム化して

いるところは全体の３分の１以下ではないでしょ

うか。 

システム化もパッケージソフトを利用している

ところと独自のシステムを構築しているところに

分かれます。大手はそれぞれの商売理念に沿った

形の独自のシステムを構築しています。 

大田市場の青果仲卸では、年商 30 億円以上が

大手と言われていまして、やはり大手スーパーさ

んとの取引が多い企業さんが目立っています。 

 

－御社も大手のひとつですが、得意先の構成と

EDI 化の状況を教えてください。 

 

稲垣 得意先は 130 社ほどで、スーパー、場内

仲卸、場外の卸売市場の３つに大別することがで

きます。社数で見ると、一番多いのが場内の仲卸、

次いで多いのが場外の卸売市場です。スーパーは
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シリーズ 業界のキーマンに聞く 

数社ですが、売上額割合で見ると全体の７割ほど

になります。 

得意先の中で EDI 取引を行っているのはスーパ

ーだけです。仲卸業者や他市場との間では、電話

や FAX で「いつものお願い」といった注文が多

く、しかも注文に数量が入って来ません。 

今の時期は何県産のどのグレードのレタスを送

ればよいか、といったことが担当者間で以心伝心

で出来上がっています。入荷状況などを見て「今

日は 50 ケースくらいにしておいた方がよいか

な」とか「M と L が多いから少し S を混ぜてあげ

ようかな」といったファジーなやりとりをしてい

ますので、コンピュータ化はまず無理です。 

 

－スーパーとの間の EDI 取引はどのような状況で

すか。 

 

稲垣 流通BMSへの変換機能が付いたWeb-EDI

が１社、独自フォーマットの Web-EDI が１社、

JCA 手順が１社、メールベースの固定ファイルに

よる受発注が１社という状況です。 

流通 BMS のような標準化された EDI には次の

２つの面で期待があります。 

ひとつは、Web-EDI のデータのダウンロード、

アップロード機能についてです。特に取引の最初

の商品提案メッセージ、これは日々の相場品なの

で生き物のように変化します。したがって、Web

画面に直接打ち込むのではなくて、自社システム

とのデータ変換を望みます。それから受発注、こ

れも日々変わっていく。また納品実績、これも受

注内容に対して数量や産地が変わっていくなどの

変化がよくあります。これら３種類の取引データ

はダウンロード、アップロードのための変換機能

が最低限必要です。 

例えばこちらで今日のキャベツはいくらですよ

と提示して注文をもらいますが、注文データをこ

ちらでダウンロードできないと、Web 画面から読

取りをし、そこから自社システムに入れ直します。

入れ直した後に変更が発生した場合、自社システ

ムと Web 画面の両方で変更入力の必要がありま

す。その二重業務が非常に苦痛です。できれば、

自社システムで変更してその結果データを Web

にアップロードしたい。 

もうひとつはトレーサビリティへの対応です。

これからますます重要になる商品の安全・安心の

確保を考えると、流通 BMS をベースとしたより

多くの情報伝達をスピーディに行う、これには期

待があります。 

 

－トレーサビリティの必要性は良く言われますが、

具体的にどのような機能ですか。 

 

稲垣 トレーサビリティの中には産地情報や流

通起点に関するすべての情報、予冷であったり出

荷元情報であったり、より細かい正確な情報が必

要になりますが、紙や FAX では限界があります。 

取引のユニークコードで履歴をデータ化してい

れば、３日前、４日前、あるいは１年前に何が来

たのかを追跡することができます。得意先との間

で共通のデータを持っていれば、何か事故が起き

た時に、お互いが同時に、素早く調べることがで

きます。これはとても大切なことです。 

流通 BMS にあるターンアラウンド機能、つま

り EDI のデータラインの中でユニークコードを引

き継いでいくことが便利な例としては他にもあり

ます。例えば、千葉産のキャベツを頼んだのに数

が足りなかったので神奈川産を混ぜました、とい

った時に、この神奈川のキャベツはどこの注文に

結び付いているのかという元番号の付番があれば

受け手側も分かりやすいし、あとでデータを追う

時になぜ神奈川になったのか、元は何だったのか

が追えます。 

そういった機能が流通 BMS にありますので、

今回の農林水産省の事業を機にそれを使うという

ことが重要だと思っています。 

（インタビューとまとめ：坂本尚登） 
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関連情報紹介 

 

第１回シス研で生鮮 EDI 導入事例を紹介 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流通システム開発センターが主宰する会員制

の研究会「流通情報システム研究会（略称・シ

ス研）」の今年度第１回定例セミナー（６月 19 

日）で、生鮮 EDI 導入事例を紹介した。 

食品スーパーの取扱商材の中で生鮮三品は３

割前後を占める主力部門でありながら、EDI 化

は難しいと言われてきた。変動要素が多い卸売

市場取引がその主因とされてきたが、クラウド

や ASP を利用した生鮮取引向けの Web-EDI

の登場で従来の電話や FAX に代わるデータ交

換が可能になり、今盛んに導入が進んでいる。 

そこで、流通 BMS 協議会が企画を担当して、

支援会員の中から流通 BMS に準拠した生鮮

Web-EDI システム３つを紹介した。 

① みんなの CGC システム（みんシス） 

（エス・ビー・システムズ㈱） 

② 生鮮 MD システム 

（イーサポートリンク㈱） 

③ 生鮮MD システムと売場改善ソリューション 

（㈱日立システムズ） 

この中から、小売業として事例紹介いただい

た①の㈱トップ・高橋専務と②のイオントップ

バリュ㈱・真中マネージャーの講演要旨を紹介

する。 

 

㈱トップの“みんシス”利用事例 

●生鮮 EDI システムで業務の課題を解決 

システムを入れると言っても年商 200 億円規

模の企業なのでなかなか大変だが、大手と互角に

商売をしていくためにはシステムが非常に重要に

なってきている。目的としては省力化であったり、

迅速な経営の舵取りが大きな命題となっている。 

生鮮 EDI システムを業務で追いかけていくと

「商品マスタ」「発注」「仕入」「実績」の４つ

に分かれている。まず、商品マスタは属性情報が

多くて、マスタを見ることができないほど商品コ

ード件数が多かった。青果で言えば産地が時期に

よって違い、グレードが違う。それを単品化する

と膨大な量になってしまい、それを分析するとい

うのはとてもできない。そういうことが課題だっ

た。仲卸さん側では、小売業がコード管理という

名のもとに無理難題を押し付けて、小売毎にコー

ドが違い、管理が複雑化していた。 

それが生鮮 Web-EDI ということで、標準コー

ドと属性コードだけは使うが、かなり絞り込まれ

た範囲で使っていき、あとは自動付番だから現場

の人はコードを意識する必要がない。市場の卸で

も、買い付ける人、集荷する人、分荷する人、受

発注する人、全然役割が違うので、その関係する 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱トップ 

専務取締役・営業本部長 高橋直樹氏 
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人達全員が使いやすい仕組みということが一番重

要になる。生鮮 Web の標準商品コードを使った

大きな商品分類と受発注の方がわかる自動付番、

このへんをうまく組み合わせたのがこのシステム

だと思う。 

次に発注では、各店からの集計作業に時間と人

手がかかっていた。早い話、お店の方でいくら仕

入れたかがわからなかった。それがこの EDI を使

うことによってわかるので、Open To Buy まで

はいかないが、1 日どのぐらい売れてどのぐらい

仕入れて、ということがわかれば、今までは後追

いで集計して明日調整しようということだったが、

今は攻めの方に移ることができた。 

仕入については、今までは膨大な量の伝票を打

っていた。店で打つといろいろと遅れたり紛失し

たりということがあるので、本部でまとめて打っ

ていたが、毎日伝票の山が築かれていた。当日に

仕入れが確定しないと利益も確定しないので、生

鮮の利益が大きくぶれていた。そういった面で生

鮮 EDI システムを使うとスムーズに経営ができる

と思っている。 

特にクレーム連絡時の対応が早くなった。雨が

多くて急に気温が上がったり下がったりすると青

果などは腐敗することがある。今までは１回仕入

れを確定して赤伝を切って、当然了承を得なけれ

ばいけないので、それが反映されるまでは相当時

間と手間がかかっていた。このシステムを使うと

その場で連絡を取って、まだ今日の分は確定して

いないので数量訂正できる。 

 

●取引先との信頼関係向上などの効果 

業務の改善効果としては、まず伝票の入力作

業がなくなった。青果部門は非常に多くて当社

クラスでも月間1万6千枚の入力削減につなが

った。 

それから請求部門に関しても、今までは紛失

や主任のポケットに入っているとかいろいろあ

ったが、EDI にすることでそういったことがな

くなり、照合時間も大幅に短縮された。違算が

少なくなるということは取引先との信頼関係と

いう面で大きく改善できたと思う。 

あと、粗利確定というところでは、今までも

週１回でやっていたが、どうも信用できない。

主任が仕入れを手計算でノートに入れて、毎週

日曜日に棚卸をして報告を受けるが、月で締め

るとだいぶ違っている。ということで、なかな

か経営の舵取りが難しくなってしまうが、EDI

を入れるとほとんどぶれがないということで、

計画的に、ちょっと利益が出てからお客さんに

奉仕をし、減っていたら利益をちょっと増やす

ということが可能になった。 

毎週月曜日に営業会議をやっており、各部門

から報告を受けるが、実績はほぼ正しい。そう

なると、もう報告をいちいち聞かなくても画面

で見て１週間分の利益が見えるということで、

すぐに次の手が打てるというメリットがある。 

 

イオン㈱グループの 

生鮮 MD システム利用事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

イオントップバリュ㈱ 

食品・H＆BC 商品本部 

マネージャー 真中和弥氏 

 

●農産の検討からスタートし生鮮三品に拡大 

イオングループの生鮮 MD システムの改革検

討は 2006 年６月から始まった。当時私は本社

の農産商品部におり「安全・安心農産物の安定

供給」という目標でスタートした。 

イオンの農産物の調達方針としては、全国流

通商品や地域商品があり、あるいはプライベー
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トブランド、特にグリーンアイ、いろんなもの

を組み合わせないといけない。農産物は当然産

地が変わっていくし、季節によって、また店が

ある場所によって適切な仕入れ先も違うしとい

ったことでグロサリーとは全然違う。このへん

をどう最適化するかというのがひとつ大きな課

題となっていた。 

話をしていく中で、もともとは農産部門の話

で進めてきたが、考えてみたら加工品にしろ農

産物を原料にした世界はある。じゃがいもはも

ちろん農産物であるけれど、時には惣菜になっ

たり加工品になったりいろいろなものになって

いるわけで、それが例えばグループ全体で把握

できるようにならないのかという話になった。 

農産としてそういう話で進めて、農産はこう

いう仕組みでやりたいという話をしたところ、

農産だけで独自の仕組みを動かしたらまずいだ

ろうということで、農・水・畜に広げて共通シ

ステムとして入れていく方向になった。 

生鮮全体の MD システムの導入プロジェクト

を発足させたのが 2008 年の 6 月。まず生鮮

EDI を東北エリアから展開を始め、全国に推進

した。同時に、これを活用した生鮮の MD 全体

をどうやって変えていくのかという検討を商品

部系の担当者を集めて並行して始めた。そして、

グループ各社の経営会議で「こんなにいい話だ

からやってくれ」と説いて回ったり、取引先も

回って導入していった。 

 

●４つの期待効果 

生鮮 MD システムの期待効果を４つ上げる。 

まず、正確な産地情報の把握。農産や水産の鮮

魚ではなかなか産地の情報がきちんと伝わらな

いという実態がある。日々取引先から FAX で

きたもので担保しているという状況で、間違い

も多い。このへんの問題を解決できるのではな

いか。 

それから、仕入れ情報の見える化ということ

で、グループ全体で例えばキャベツがどれだけ

仕入れられているのかといった情報を、共通イ

ンフラを入れることで見えるようにしたい。 

次に、データベースの MD への活用で、例え

ばどの時期にどこの産地のキャベツをどれだけ

使っているのか、今までは把握のしようがなか

ったこのような情報が把握できるようになるの

でないか。 

最後に、生産地と生産情報の囲い込みによっ

て、最終的には生産者団体と直接取引が可能に

なるのではないか。イオンと取引を開始して受

発注情報を取ったりするのに、インターネット

環境と既存の PC があればあとは月間の利用料

だけで EDI ができるのでハードルが低い。 

 

●EDI システムから店舗発注システムへ 

導入展開は、まず第一は生鮮 EDI システムと

いうことで、これを農・水・畜と花へ導入して

きた。これはほぼ終わっており、ステップ 2 と

して、それをベースにした店舗発注システムを

入れていこうということで進めている。現在、

システム部門とイーサポートリンクが組んでじ

わじわと進んで、かなりのところがステップ２

までいっている。 

この結果、取引先と商品部、それから店舗と

のコミュニケーションが可能になって、商品部

と店舗の生鮮商品調達の標準化が実現している。

何より大きかったのが導入時の開発コストがか

からなかったこと。発注システムをいじるとい

うのは大きな投資になるが、今回はその負担が

少ないということで、スムーズに導入が進んだ。 

店舗運営としても、生鮮部門は普通にシステム

で発注している部分と FAX や電話で発注する

部分があったが、これがひとつのシステムに集

約された。その結果、発注締め時間の延長とい

うことで、これまで複数の発注方法を一人でや

っていたので締め時間に間に合わないというこ

とがあったが、このへんの融通がきくようにな

ったのも非常に大きい。 
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正会員 

（20１４年 5 月 30 日現在、50 団体） 

オール日本スーパーマーケット協会 

(一財)家電製品協会 

酒類加工食品企業間情報システム研究会（Ｆ研） 

情報志向型卸売業研究会（卸研） 

食肉流通標準化システム協議会 

(一財)食品産業センター 

(公財)食品流通構造改善促進機構 

(一社)新日本スーパーマーケット協会 

(一財)生活用品振興センター 

全国医薬品小売商業組合連合会 

全国卸売酒販組合中央会 

全国菓子卸商業組合連合会 

全国化粧品日用品卸連合会 

(一社)全国水産卸協会 

全国青果卸売協同組合連合会 

 (社)全国中央市場青果卸売協会 

(公社)全日本医薬品登録販売者協会 

全日本菓子協会 

全日本履物団体協議会 

全日本婦人子供服工業組合連合会 

(一社)全日本文具協会 

(一社)大日本水産会 

(一社)日本アパレル・ファッション産業協会 

日本アパレル物流連合会 

(一社)日本医薬品卸売業連合会 大衆薬卸協議会 

(一社)日本衛生材料工業連合会 

日本ＯＴＣ医薬品協会 

(一社)日本加工食品卸協会 

(一社)日本玩具協会 

日本化粧品工業連合会 

(一社)日本出版インフラセンター 

日本スーパーマーケット協会 

(一社)日本スポーツ用品工業協会 

日本生活協同組合連合会 

日本石鹸洗剤工業会 

(一社)日本専門店協会 

日本チェーンストア協会 

日本チェーンドラッグストア協会 

(一社)日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 

日本歯磨工業会 

日本ハム・ソーセージ工業協同組合 

(一社)日本パン工業会 

日本百貨店協会 

(一社)日本フードサービス協会 

(一社)日本物流団体連合会 

日本文紙事務器卸団体連合会 

(一社)日本ボランタリーチェーン協会 

(一社)日本レコード協会 

(公社)日本ロジスティクスシステム協会 

協同組合 ハウネット 

 

支援会員 

（20１４年９月５日現在、１８９社） 

㈱アール 

㈱アイ・シー・エス 

㈱アイシーエス 

㈱アイシーエヌシステム 

㈱アイティフォー 

㈱ＩＴビジョナリー 

㈱アイネス 

㈱アイネット 

㈱アグリコミュニケーションズ 

アクロスソリューションズ㈱ 

㈱あじょ 

㈱アスコット 

㈱アットマーク 

アトラスシステム㈱ 

㈱アルケミックス 

㈱イークラフトマン 

イーサポートリンク㈱ 

㈱イーネット 

ｅＢＡＳＥ㈱ 

イー・マネージ・コンサルティング協同組合 

㈱イシダ 

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 

㈱インターコム 

㈱インテージ 
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㈱インテック 

㈱インフォマート 

㈱インフォメーションプロセシングリサーチ 

ヴィンクス㈱ 

ウェブスペース㈱ 

エイジテック・アンド・ブレインズ㈱  

㈱ＨＢＡ 

㈱エクサス 

エス・エー・エス㈱ 

㈱エス・エフ・アイ 

SCSK㈱ 

㈱ＳＪＣ 

㈱Ｓ－Ｐａｒｔｓ 

エス・ビー・システムズ㈱ 

NEC エンベデッドプロダクツ㈱ 

㈱ＮＥＣ情報システムズ 

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱ 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 

エヌ・ティ・ティ・コムウェア㈱ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ  

㈱ＮＴＴデータＮＣＢ 

㈱ＮＴＴデータ スミス 

大阪市中央卸売市場 

大阪商工会議所 

㈱大塚商会 

㈱岡山情報処理センター 

沖縄流通ＶＡＮ㈱ 

オフィスフナヤマ 

オリンパスシステムズ㈱ 

カストプラス㈱ 

㈱ガルフネット 

キヤノンＩＴソリューションズ㈱ 

㈱京信システムサービス 

㈱クライム 

クラウドランド㈱  

グロースエクスパートナーズ㈱  

㈱ケイ・コム 

けいしんシステムリサーチ㈱ 

Ｋ・ビジネスサポート㈱ 

コアネットインタナショナル㈱ 

小坂 IT コーディネータ事務所  

小林クリエイト㈱ 

㈱コムアソート 

㈱サイバーリンクス 

㈱佐賀電算センター  

㈱さくらケーシーエス 

㈱サトー 

サンケーバイナリィ㈱ 

㈱サンレックス 

㈱シイエスシイ 

ＧＭＯグローバルサイン㈱ 

シーガルサイエンティフィックアジアパシフィック㈱日本支社  

SEEBURGER Japan㈱  

㈱ジェイ・エス・エス 

㈱ＪＳＯＬ 

ＪＢアドバンスト・テクノロジー㈱ 

㈱システムベース 

㈱シスラボ 

㈱シマンテック 

シャープビジネスソリューション㈱ 

㈱ジャパン・インフォレックス 

ＳＯＯＰ㈱ 

㈱スコープ 

住友セメントシステム開発㈱ 

セイコーソリューションズ㈱ 

㈱セゾン情報システムズ 

創玄塾 

大興電子通信㈱ 

㈱大洋システムテクノロジー 

㈱タドラー 

ＴＩＳ㈱ 

㈱ＤＴＳ 

㈱ＴＫＣ 

㈱データ・アプリケーション 

テクトランシステム 

㈱デジタルコンセプト 

㈱デジタルデザイン 

デジタルトランスコミュニケーションズ㈱ 

㈱テスク  

鉄道情報システム㈱ 

㈱寺岡システム 

㈱寺岡精工 

㈱デンソーウェーブ 

㈱TOKAI コミュニケーションズ 

東京システムハウス㈱  

㈱東計電算 

東芝情報機器㈱ 

東芝テック㈱ 

㈱東新システム  

東北インフォメーション・システムズ㈱ 

㈱トータルシステムデザイン 

トッパン・フォームズ㈱ 
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㈱トライ 

㈱AAA システム 

㈱トレンズ 

ナスキー㈱ 

㈱ナブアシスト 

西日本オフィスメーション㈱ 

日経メディアマーケティング㈱ 

㈱ニッセイコム 

日本アドバンストリーダーズソフトウェア㈱ 

日本経済新聞社 

日本事務器㈱ 

日本情報通信㈱ 

日本電気㈱ 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 

日本ユニシス㈱ 

日本ラッド㈱ 

㈱ニュートラル 

ネオアクシス㈱ 

㈱ネクステージコンサルティング 

㈱ノーチラス・テクノロジーズ 

㈱野村総合研究所 

パナソニック システムネットワークス㈱ 

パワー・ワークス㈱ 

㈱日立システムズ 

㈱日立製作所 

㈱日立ソリューションズ・ビジネス 

㈱ビット・エイ 

㈱ひむか流通ネットワーク 

㈱ピレクト 

㈱ファーストテクノロジー 

㈱ファイネット 

㈱ファインネット 

フィールドシステムズ㈱ 

㈱フィンチジャパン 

㈱フォーサイト 

㈱福岡ＣＳＫ 

福岡流通ＶＡＮ 

富士ゼロックス㈱ 

富士ゼロックスシステムサービス㈱ 

 

富士通㈱ 

富士通エフ・アイ・ピー㈱ 

㈱富士通システムズ・イースト 

㈱富士通システムズ・ウエスト 

㈱富士通総研 

㈱富士通マーケティング 

フューチャーアーキテクト㈱ 

㈱プラス 

㈱プラネット 

㈱フリーポート 

㈱プレネットシステムズ  

ベストパートナー㈱  

㈱ヘリオス 

ポールスターロジスティクス㈱ 

北陸コンピュータ・サービス㈱ 

ホンダロジコム㈱ 

ミツイワ㈱ 

三菱電機インフォメーションシステムズ㈱ 

㈱南日本情報処理センター 

㈱Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ 

㈱ミンクス 

メルシーネット㈱ 

㈱山清（システム運用部） 

ユーザーックシステム㈱ 

㈱ユニックス 

ユニバーサルフード㈱ 

ユニリンク㈱ 

ライトシステムコンサルタント㈱ 

㈱リウコム 

リックシステム㈱ 

㈱リテイルコム 

㈱リテイルサイエンス 

㈱リンネット 

㈱ワイ・ディ・シー 

入会：支援会員(２団体) ㈱京信システムサービス、ユニリンク㈱ 

退会：支援会員(２体) ㈱システム・トラスト、富士ソフト㈱ 
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社名公開企業 

本協議会では正会員、支援会員の協力を得る

などして、流通 BMS 導入済/予定企業を独自に

把握し、それぞれの企業に社名開示の承認を得

て公開しています。201４年 9 月１日現在の状

況は下記のとおりです。 

小売業 

業態 済 予定 小計 

スーパー 111 12 123

百貨店 8 3 11

ドラッグストア 21 2 23

ホームセンター 4 0 4

生協事業連合 4 0 4

倉庫型会員制ストア 1 0 1

ボランタリーチェーン本部 1 0 1

ディスカウントストア 1 1 2

合計 151 18 169

具体的な企業名は下記サイトをご覧ください。

www.dsri.jp/ryutsu-bms/info/info06.html

卸売業・メーカー 

業種 済 予定 小計 

食品・飲料卸 57 0 57

菓子卸 21 4 25

日用品・化粧品 卸・メーカー 24 1 25

医薬品 卸・メーカー 6 2 8

アパレル・靴・スポーツ用品 

卸・メーカー 

26 11 37

食品メーカー 30 2 32

家庭用品 卸・メーカー 10 1 11

包材資材 卸・メーカー 13 9 22

玩具・ホビー 卸・メーカー 3 0 3

家電 卸・メーカー  2 0 2

その他 卸・メーカー  2 0 2

合計 194 30 224

（注 1）上表の企業数は、社名公開企業の数であり、導入企業の数ではありません。  

   実際に流通 BMS を導入している、または導入を予定している企業数の一部です。 

（注 2）実際に流通 BMS を導入している卸・メーカーの企業数を調査した結果、7,400 社以上に 

導入されていると推測しております。（2014 年 6 月現在）

本協議会では流通 BMS の標準仕様に準拠し

た製品やサービスに対して、流通 BMS のロゴ

マークの使用を許諾しています。 

201４年 9 月 4 日現在の状況は下記のとお

りです。 

 

許諾総数：９４製品・サービス 

（提供企業数 4９社） 

≪９４製品・サービスの内訳≫ 

・EDI（通信+ＸＭＬ）製品：4８ 

・サービス（ASP/SaaS）：3６ 

・通信基盤：4 

・認証サービス：3 

・物流ラベル作成ソフト：3 

検索サービスの提供 

上記の製品・サービスの詳細は下記サイトか

ら検索することができます。 

www.dsri.jp/ryutsu-bms/info/detail.html 

ロゴマーク使用許諾製品 
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流通 BMS 入門講座 

流通 BMS 入門講座は、誰でも無料で参加できる講座です。流通や EDI の基礎知識から流通 BMS の

利用方法まで幅広く学ぶことができます。 

 

流通 BMS 入門講座 

対象者 

これから流通業のシステムを担当する方、 

流通 BMS の導入を検討しているユーザー企業の現場部門・システム部門の方、 

上記ユーザー企業をサポートする SI 企業の方やコンサルタント等 

開催時間 13：30～16：30（受付開始：13：00～） 

プログラム 

第 1 部：流通 EDI の基礎知識 

流通の基礎、EDI の基礎、流通 EDI の歩みなど 

第 2 部：流通 BMS の基礎知識 

制定のねらい、標準化の内容、導入手順、導入効果、最新の状況など 

第 3 部：流通 BMS の利用方法 

運用ガイドライン※のポイントと見方など 
※運用ガイドラインとは、流通 BMS の業務プロセスと各メッセージおよびデータ項目

について解説したものです。 

参加費 無料（各種ガイドブックは有料販売となります） 

 

開催日・場所   

東京会場：201４年 9 月 29 日（月） 

（一財）流通システム開発センター 2 階会議室  

東京都港区赤坂 7-3-37 プラース・カナダ 

 

申込み方法 ウェブサイト上のお申し込みフォームよりお申込みください。 

http://www.dsri.jp/ryutsu-bms/event/edi.html 

本講座で使用するテキストも上記サイトで公開しておりますので、事前にご覧ください。 
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入門講座（バーコード、電子タグ） 

流通システム開発センターが主催している EDI 以外の入門講座をご紹介します。 

 

バーコード入門講座 
第 1 部 JAN コード・集合包装用商品コード・GTIN の基礎 

13：30～15：00 

(1) JAN コード：コード体系、利用方法、JAN シンボルなど 

(2) 集合包装用商品コード：コード体系、利用方法、ITF シンボルなど 

(3) GTIN（Global Trade Item Number）とは、GTIN の導入・利用 

(4) その他関連事項 

第２部 GS1-128・GS1 データバー・電子タグ(RFID)の基礎 

15：10～16：30 

(1) アプリケーション識別子（AI）とは 

(2) GS1-128：コード体系、利用方法、業界動向など 

(3) GS1 データバー：シンボルの種類、利用方法、今後の動向など 

(4) 電子タグと EPC：電子タグとは、電子タグの特徴、電子タグの国際標準

コードである EPC など 

開催日・場所 

東京会場：201４年 9 月 17 日（水） 

 10 月 8 日（水） 

 10 月 29 日（水） 

流通システム開発センター2F 会議室 

大阪会場：2014 年 10 月 23 日（木） 

大阪商工会議所 

申込み方法 ウェブサイト上のお申し込みフォームよりお申込みください。 

http://www.dsri.jp/semsal/seminar/barcode.htm 

 

 

 

電子タグ入門講座 

 

プログラム 

(1)はじめに 

(2)電子タグとは 

(3)電子タグの活用シーンと導入事例 

(4)電子タグシステムの導入に向けて 

(5)EPCglobal 標準の紹介 

 

 

 

 

開催日時・場所 

東京会場 

2014 年 11 月 12 日（水）14：00～17：00 

流通システム開発センター2F 会議室 

 

申込み方法 

ウェブサイト上のお申し込みフォームよりお申込

みください。 

http://www.dsri.jp/semsal/seminar/epc_seminar.htm
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編集後記 

◇本号のトピックでは、生鮮取引を対象とした流

通 BMS セミナーを紹介しています。昨年度から

実施されている農林水産省事業の一環で行われて

いるもので、当協議会は事業実施主体の生鮮取引

電子化推進協議会をサポートしています。 

本号では、7 月 24 日の東京会場で事例紹介し

ていただいた㈱ヤオコーの神藤部長の講演要旨を

紹介しています。ヤオコーでは 2 年前からグロサ

リーを対象に流通 BMS の導入を開始し、まだ移

行できていない 20 社余りの取引先についても来

年末までには JCA 手順を廃止したいということ

です。 

従来の JCA 手順のままだと、単に送信に時間

がかかる、漢字が送れないといった問題だけでな

く、固定長のために情報量に限界があり、これで

は新たなデータ項目を追加して新しい取組みをし

ようと思ってもできない、という部分が印象的で

した。 

◇本号は「業界のキーマンに聞く」や「関連情報

紹介」も生鮮関連の記事となりました。生鮮食品

はスーパー３団体が毎月発表している販売統計を

見ても、食品スーパーの売上の 30％強を占める

主要商材です。しかもグロサリーや冷凍品・日配

品に比べて、生鮮や惣菜部門は個性を発揮しやす

い分野であり、利益を大きく左右する商材と言え

ます。 

人手がかかる生鮮部門をシステム化し、機械で

できる部分は機械に任せて業務の効率化とコスト

ダウンを図るのが生鮮 EDI の発想ですが、すべて

の業務をシステムに乗せるのが良いかと言うと必

ずしもそうではないようです。 

東京・世田谷に本社を置く㈱トップの高橋専務

は「イレギュラー取引は変えようとは思っていな

い。こういった部分までを無理にシステムを乗せ

ると、かえってお客さんが喜ぶ新鮮な商品が来な

くなってしまう。逆に、乗っからないものを探し

て来い、とバイヤーに言っている」と講演されて

いました。商売とシステム化の折り合いをどのへ

んでつけるか、というところもポイントになりそ

うです。 

◇7 月 22 に今年度の第 1 回普及推進部会を開催

し、今年度の活動計画の具体化を話し合いました。

今年度もさまざまな普及推進活動を予定していま

すが、昨年度までになかった活動として、導入講

座の開始と東西 NTT の IP 網への移行計画の広報

があります。後者は、JCA 手順から流通 BMS へ

の移行期限のひとつの目安になる、という点で話

題を呼びそうです。 

上記以外に今検討しているのが、中小企業向け

の投資促進税制です。中小企業の生産性向上に向

けた設備投資（ソフトウエア組込型を含む）の即

時償却や税額控除がその内容で、あまり知られて

いません。EDI 関連のソフトウエアも対象になり

ますので、流通 BMS の普及推進に有効と判断で

きれば説明会を開催したいと考えています。 

（尚） 
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